
 
 
 

   被災中小企業等に対する中小企業等グループ施設等復旧整備補助事業（グループ補助金）を活用し， 

   震災からの早期復旧を目指す県内中小企業者の取組をご紹介します。 

【グループ補助金とは】  東日本大震災に係る被災地域の復旧及び復興促進を目的として，複数の中小企業者等で構成

される「中小企業等グループ」が県の認定を受けた復興事業計画に基づき「産業活力の復活やコミュニティの再生」などの

事業実施に要する経費の一部を補助する制度です。（補助率：事業費の４分の３以内）  

【第１３次認定までの交付決定状況】 グループ数（２１７） 交付決定事業者数（３，７９５） 交付決定額（約２，３６１億円） 

   グループ名  ゆりあげ港朝市協同組合 

 タイトル    『補助金だけに頼らず，創意工夫で業績復興！』 

グループ代表企業の概要 

・名   称：ゆりあげ港朝市協同組合    

・所在地：名取市閖上5-23-20 

・連絡先：０２２－３９５－７２１１ 

・ Ｕ Ｒ Ｌ ：http://yuriageasaichi.com 

                      ～再生に向けたはじめの一歩～ 
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精力的に復興に向けて取り組んでいるグループの紹介 

 
 
 

   中小企業等グループ施設等復旧整備補助事業（グループ補助金）を活用し，震災からの早期復旧を目指す 

  県内中小企業者の取組をご紹介します。 

【グループ補助金とは】  東日本大震災に係る被災地域の復旧及び復興促進を目的として，複数の中小企業者等で構成

される「中小企業等グループ」が県の認定を受けた復興事業計画に基づき「産業活力の復活やコミュニティの再生」などの

事業を実施する経費の一部を補助する制度です。（補助率：事業費の４分の３以内）  

【第１６次認定までの交付決定状況】 グループ数（２３４） 交付決定事業者数（３，９３７） 交付決定額（約２，４５６億円） 

 
 

   グループ各社は，コピー用紙から食品・工業製品・農産物の包装資材，段ボールといった製品の

販売・配送，保管機能を有し，製品を宮城県内の事業所へ供給することを通じて地元経済へ貢献し

てきました。また「仙台七夕」の資材については，ほぼ１００パーセントのシェアを誇っています。 

 東日本大震災により，グループ各社は在庫の損傷，建物の損壊や運送車両の流出といった大きな

被害に遭いました。紙は県内産業の事業運営に必要不可欠であり，紙の供給機能の喪失が復興・

発展の足かせとならぬようとの思いからグループを結成し，各社の一刻も早い復旧を図ることとしま

した。 
 

【オンライン化による物流機能強化】 

 計画的な配送を実現するために，メーカー・代理店間をオンライン化し 

たＰＥＤＩシステムにより，顧客からの注文をグループ内で集約し，製紙 

メーカーへ共同発注を行う仕組みを導入しました。また，グループリー 

ダーの国際紙パルプ商事（株）の在庫を確認し注文を行える「らくらく在 

庫システム」をグループ各社が導入することにより，情報の共有と事業 

の合理化を図っています。 

【仙台七夕文化の普及を通じた販路拡大】 

 毎年，仙台七夕まつりのほか，全国の七夕まつりへの出展や飾り 

の製作指導を通じ，仙台七夕文化の普及と資材の販路拡大を図って 

います。 

 また，七夕で使用した竹を回収し，原料の一部とした竹紙を製造 

しました。この竹紙は，仙台市職員の名刺のほか，「仙台城下町百 

景カレンダー」などに使用され，仙台の魅力発信に一役を担ってい 

ます。 

                      【地域経済の発展のために・・・】 

                       グループは宮城県内の紙・板紙使用料の約７０％のシェアを持 

                      ち，「笹かまぼこ」「牛たん」「菓子」「水産物」といった宮城の名産 

                      品の包装にもグループ各社が供給する紙が使用されています。 

                       紙は文化のバロメーターと呼ばれ地域経済の発展には欠かせ 

                      ない素材です。今後も宮城県及び東北地方への円滑な紙の供 

                      給を通じ，地域経済への貢献を行っていきたいと考えます。 

   グループ名  仙台洋紙・板紙店会及び紙物流機能グループ 

 タイトル    『紙の安定供給により宮城の復興を推進！！』 

グループの概要 

・構成員数：１２社 

・代表企業：国際紙パルプ商事株式会社    

・所 在 地：仙台市青葉区中央２－２－１０ 

                      ～再生に向けたはじめの一歩～ 

平成２８年 

 ５月３１日 

発  行 

（第６号） 

精力的に復興に向けて取り組んでいるグループの紹介 



グループの構成員として，がんばっている個別事業者の紹介 

 
 
 
 

【震災以前の沿革と被災状況について】 

 株式会社ニ印大島水産は，大正７年創業の気仙沼の老舗企業で，マグロやカツオなどの鮮魚 

の仲買や，切り身・刺身加工等を担ってきました。 

 震災により，魚市場周辺にあった複数の加工場と諸設備が全壊し，甚大な被害を受けました。  

  

【復興に向けた取組みについて】 

 復旧復興に向けて被災した同業者と連携し，グループ補助金を申請しました。その際，被災工場 

跡地は建築制限で早期の現地復旧が困難だったため，高台に移転して復旧しました。 

 被災した水産加工業者は，生産再開までの間に既存の得意先を失い，人材が他産業に流出する 

などの課題に直面しています。同社は早期復旧を図り震災後約６ヶ月でいち早く生産を再開したも 

のの，他事業者と同じく販路喪失と人材不足が課題となっています。 
 

【復興に向けたグループ活動について】 

 同社が所属する気仙沼水産復興グループでは，上記課題の解決に向け，グループの共同事業 

に取り組んでいます。 

 具体的には，販路創出に向けた商談会や，各種経営課題解決のためのセミナーの企画・周知等 

に取り組んでいます。また，魚食普及を推進するため，「みやぎ水産の日」の普及啓発や，「カツオ 

祭り」など市民イベントにも積極的に参画しています。 

 同社は，グループの副会長として，上記グループとしての取組みを推進しているほか，同社として 

も商談会等に積極的に参加し，また支援機関と連携した新たな新商品開発に取り組んでいます。 
 

【今後の展望について】 

 被災水産加工業の業績回復に向けた課題は山積していますが，水産の街気仙沼の復興を目指 

して，取組みを進めていきます。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

       （高台に復旧した新工場）        （三陸求評見本市での商談の様子） 

  企業名  株式会社ニ印大島水産 （気仙沼水産業グループ） 

  タイトル  「水産の街 気仙沼の復興に邁進！」 

企業概要 

・名   称：株式会社ニ印大島水産         

・所在地：気仙沼市百目木９１－２ 

・連絡先：（０２２６）２３－３０２０ 



宮城県庁からのお知らせ 

（県庁問合先） 農林水産部 水産業振興課 流通加工班   

         ＴＥＬ  ：０２２－２１１－２９３１ ＦＡＸ：０２２－２１１－２９３９ 

          メール：suishinr@pref.miyagi.jp  

          ＵＲＬ  ：http://www.pref.miyagi.jp/soshiki/suishin/ 

【BCPとは】 

 BCP（Business Continuity Planの略。国内名称は，業継続計画または緊急時企業存続計画）とは，想

定外の事態が発生した場合，どのように企業の重要な事業を停止せずに継続していくか（あるいは早

期に再開させるか），その方法や手順を記載した経営計画・戦略のことです。 
 

【BCPのメリットとは】 

 迅速に事業を再開（継続）できることで，事業の中断による売上減，また、顧客・取引先の流出やマー

ケットシェア縮小といった中長期的な損失などを最小限に抑えることに役立ちます。 

 また，サプライチェーンに組み込まれている中小企業にとっては，取引先へ緊急事態にも強い企業体

質をアピールでき，競合他社との差別化，つまり企業価値の向上にも役立つものとして注目されてきて

います。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

【BCPを策定するには】 

 中小企業の皆さまがBCPに取りくむステップとしていただくよう，県では，東日本大震災における県内

企業の経験や教訓等を元に，平成19年度作成の企業のＢＣＰ（事業継続計画）策定のガイドライン「宮

城県緊急時企業存続計画作業手順（第１版）」を全面的に見直し，新たなガイドラインとして平成26年3

月に「みやぎ企業ＢＣＰ策定ガイドライン」を作成しました。 

     http://www.pref.miyagi.jp/chukisi/bcp001.html 
 

 【参考】 

 ガイドライン策定に当たっての基礎調査結果を報告書にまとめました。 

  「被災企業から学ぶＢＣＭのポイント～被災体験から導かれる本当に役に立つこと～」  

   （リンク先： 株式会社インターリスク総研 プレスリリース） 

 上記の県ホームページからご覧ください。  
 
 県庁問合せ先 経済商工観光部 中小企業支援室 

            経営支援班 （022-211-2742） 

ＢＣＰ（事業継続計画）について 



   東日本大震災で被災した中小企業等の施設・設備の復旧・整備等を補助する「中小企業等グルー

プ施設等復旧整備補助事業」について，平成27年度の募集期間が決定しましたので，お知らせいた

します。 

２．対象地域について 

 特に復興が遅れている津波浸水地域を含む下記の１７市区町 

 仙台市宮城野区・若林区・太白区，石巻市，塩釜市，気仙沼市，名取市，多賀城市，岩沼市，

東松島市，亘理町，山元町，松島町，七ヶ浜町，利府町，女川町，南三陸町 

  

【グループ補助金に関する問合せ先】（市外局番 「022」） 

○制度全般に関すること  経済商工観光部企業復興支援室（電話：211-2765） 

○商業・生活関連サービス業，商店街に関すること  

   経済商工観光部商工経営支援課商業振興班（電話：211-2746） 

○水産加工に関すること   農林水産部水産業振興課流通加工班（電話：211-2931） 

○食品加工に関すること   農林水産部食産業振興課食ﾋﾞｼﾞﾈｽ支援班（電話：211-2963） 

３．平成27年度の募集期間について 

  ・14次公募 平成27年5月15日（金曜日）から6月29日（月曜日） 

         （交付決定は平成27年8月下旬を予定） 

  ・15次公募 平成27年9月上旬（募集期間1ヶ月程度） 

  ・16次公募 平成27年12月上旬（募集期間1ヶ月程度） 
 

 １．事業概要について 

 「中小企業等グループ施設等復旧整備補助事業」は，被災地域の中小企業等のグループが

復興事業計画を作成し，地域経済・雇用に重要な役割を果たすものとして県から認定を受けた

場合に，施設・設備の復旧・整備等に対して国が1/2，県が1/4を補助します。 

 また，平成27年度からは，従前の施設等への復旧では，事業再開や継続，売上回復等が困

難な場合には，これに代えて，新分野需要開拓等を見据えた新たな取組（「新商品製造ライン

への転換」，「新商品・サービス開発」，「新市場開拓調査」，「生産効率向上」，「従業員確保の

ための宿舎整備」等）の実施も支援します。 

※ 各公募と同時に「資材等価格の増額申請受付」を実施します。 
 
 

発 行 宮城県 経済商工観光部 企業復興支援室（企業復興支援班） 

     ＴＥＬ：０２２－２１１－２７６５   ＦＡＸ：０２２－２１１－２７１９  

     ＵＲＬ：http://www.pref.miyagi.jp/soshiki/kifuku/ 

 
 
 
 

   東日本大震災で被災した中小企業等の施設・設備の復旧・整備等を補助する「中小企業等グ

ループ施設等復旧整備補助事業」について，平成28年度の募集期間が決定しましたので，お知ら

せいたします。 

２．対象地域について 

 特に復興が遅れている津波浸水地域を含む下記の１７市区町 

 仙台市宮城野区・若林区・太白区，石巻市，塩釜市，気仙沼市，名取市，多賀城市，岩沼市，

東松島市，亘理町，山元町，松島町，七ヶ浜町，利府町，女川町，南三陸町 

  

【グループ補助金に関する問合せ先】（市外局番 「022」） 

○制度全般に関すること  経済商工観光部 企業復興支援室（電話：211-2765） 

○商業・生活関連サービス業，商店街に関すること  

   経済商工観光部 商工金融課 商業振興班（電話：211-2746） 

  （平成28年４月から課名が変わりました。） 

○水産加工に関すること   農林水産部 水産業振興課 流通加工班（電話：211-2931） 

○食品加工に関すること   農林水産部 食産業振興課 食ﾋﾞｼﾞﾈｽ支援班（電話：211-2963） 

３．平成28年度の募集期間について 

  ・17次公募 平成28年４月28日（木曜日）から６月17日（金曜日） 

         （交付決定は平成28年８月下旬を予定） 

  ・18次公募 平成28年９月上旬（募集期間1ヶ月半程度）   

 １．事業概要について 

 「中小企業等グループ施設等復旧整備補助事業」は，被災地域の中小企業等のグループが

復興事業計画を作成し，地域経済・雇用に重要な役割を果たすものとして県から認定を受けた

場合に，施設・設備の復旧・整備等に対して国が1/2，県が1/4を補助します。 

 また，平成27年度からは，従前の施設等への復旧では，事業再開や継続，売上回復等が困

難な場合には，これに代えて，新分野需要開拓等を見据えた新たな取組（「新商品製造ライン

への転換」，「新商品・サービス開発」，「新市場開拓調査」，「生産効率向上」，「従業員確保の

ための宿舎整備」等）の実施も支援しています。 

※ 他に今年度も「資材等価格の増額申請受付」を実施します。 
 

宮城県庁からのお知らせ 

平成28年度「中小企業等グループ施設等復旧整備補助事業」の 

募集期間について 


